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	【本研究の目的】
本研究は、ポスト冷戦期に急増したサハラ以南アフリカ（以下、アフリカ）の紛争が地域社会に残した深い亀裂に注目し、1990年代初頭に導入されるようになった平和構築活動が、地域社会においていかなる課題と成果をもたらしたのかについて、実証的に明らかにするものである。
実証のために取り上げる事例は、ポスト冷戦期の紛争の先駆け的特徴を示したとされるモザンビーク（中でも代表者が長年にわたり復興支援並びに調査研究に関わってきた同国北部地域）、そしてポスト冷戦期の紛争として顕著な特徴を示したルワンダである。いずれの紛争も終結から15年近くが経過し、地域社会において様々な課題が顕在化する時期を迎えている。
本研究は、これまで国レベルの制度改革に力点が置かれてきた平和構築の議論に、戦場となった地域社会の文脈を取り入れることによって、従来の平和構築活動の限界を明らかにし、地域社会の平和醸成を目的に含める活動への転換を促し、紛争再燃の予防に寄与することを目的とする。
【明らかにすること】
本研究では、研究協力者らの協力を得て、3年間で次の4点に取り組み、紛争後の亀裂社会における地域開発の課題を、モザンビークとルワンダを事例として明らかにし、提言を行う。
1. 1992年以降世界で導入された紛争後の地域開発とその成果・課題の整理。

2. モザンビークとルワンダで導入された政府や国連機関、その他の援助機関の地域開発政策とその成果・課題の分析。
3. アフリカ内の非紛争地（ザンビア）の地域開発との比較による紛争後社会の開発課題の明確化。

4. モザンビークとルワンダの事例に基づく、他のアフリカ紛争（ポスト冷戦期）における平和構築の課題の提示と提言。
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	【研究計画・方法：要旨】

本研究では、研究協力者や現地機関、国内外の関係機関の協力を得て、3年間をかけて、「紛争後の亀裂社会における地域開発の課題」を明らかにし、研究成果を社会に還元するため、1)「政策の分類・一覧化」、2)「現地調査に基づく中心事例の分析」、3)「他事例との比較」、4)「現地関係者・実務者・研究者との対話に基づく提言」、を行う。

【全体計画】　具体的には、次の手順で研究計画を実施する。

1) 政策の分類・一覧化：先行研究・資料に基づき、世界中の紛争後の地域開発政策を調べ、整理・分類し一覧化する。【H21】
2) 現地調査に基づく中心事例の分析：【H21】【H22】【H23】
①代表者が長年の活動・調査実績を有するモザンビーク北部を事例に、同地で導入された地域開発政策を整理し、精緻な現地調査に基づき、その成果と課題を明らかにする。

②本研究のもう一つの中心事例であるルワンダを取り上げ、現地に詳しい研究協力者・現地機関の協力を得て、モザンビークと同様の調査を行う。

③両調査終了後、これらの事例に関する現地調査の結論を次の点に留意して取りまとめる。

(a)1)を参考に、全体の中でモザンビークとルワンダの政策の特徴を明らかにする。

(b)両事例の政策的課題を明確にし、亀裂社会における地域開発手法を検討する。

3) 他事例との比較：同じアフリカにありながら、独立後一度も紛争を経験していない非紛争地（ザンビア西部）の地域開発と比較し、紛争後亀裂社会の特徴を浮き彫りにする。【H21】
4) 現地関係者・実務者・研究者との対話に基づく提言：以上の作業を踏まえ、次の①②を通じて、調査結果について議論し、フィードバックをもらい、提言を完成させる。【H23】
①モザンビーク・ルワンダの政府・援助関係者・市民組織とのワークショップ開催

②国連関係者や実務家・研究者との面談

＊研究成果の発表：毎年、国際会議・学術大会・研究会などでの発表、国内外の研究ジャーナルでの論文発表を予定しているが、最終年度には本研究の協力者とともに研究発表会を主宰する。
年度

政策整理

中心事例

比較
対話と提言
モザンビーク

ルワンダ

非紛争地

H21

　　

　　(調査：舩田)

　  (予備調査：増古・小峯)

（舩田・岡本）
H22

　　(調査：舩田・小林)

　  (調査：舩田・小峯)

H23

　 （Workshop：舩田・小林）

　  (調査・Workshop：舩田・小峯)

　　

（英国・米国）

＊飛行機の予約状況・燃料費の上昇による経路の変更、日程の縮小には柔軟に対応する。いずれかの国が政情不安定化した場合は、現地機関による調査を中心とするが、それも困難な場合はアンゴラに調査地を変更する。
【研究計画：初年度（H21）】
まずは、研究の基盤整備のため、コンピュータなどを揃え研究環境を整える他、本研究の協力者との会合の場を設け、本研究の狙いや進め方などを確認する。また、研究成果を迅速に世界と共有するため、日本語・英語のウェブサイトを設置する。そのうえで、以上の1)政策の分類・一覧化に専念する。なお、同様の研究は、本学大学院平和構築・紛争予防専修コース等での授業、過去の研究（研究業績3）18）19)）でも実施しており、今回の整理は更新作業となる。次に、代表者の調査研究蓄積が厚いモザンビークについては初年度から2)に関する本調査を実施し、ルワンダについては増古氏（在ケニア）と小峯氏による予備調査を開始する。予備調査では、次年度以降

	研究機関名
	東京外国語大学
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	舩田クラーセンさやか


若手（Ａ・Ｂ）－４
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の本調査地を選ぶためのサンプル調査を広域で実施する。また、代表者は、南アフリカを経由地としてモザンビーク入りした後、ザンビアでの3)「他事例との比較」を実施する。
月

実施項目

政策の整理

現地調査

5月～6月

基盤整備（物品購入・ウェブ設置・研究協会合）
国内関係機関（JICA、広島大学）訪問・助言確保

先行研究・資料収集＆整理開始

準備（旅行・調査許可書手配）

7月前半
7月～9月

現地調査（予備＠ルワンダ：増古・小峯 /本＠モザンビーク：舩田/比較＠ザンビア：舩田・岡本）

10月～11月

調査結果の取りまとめ＆発表

12月～2月

先行事例一覧作成発表＆フィードバックの還元
2月～3月

報告（調査結果・先行事例一覧）最終化・ウェブサイトでの公表
＜調査対象国・経由地＞

モザンビーク本調査（舩田）：日本⇔東南アジア⇔南アフリカ⇔モザンビーク（25泊）⇔ザンビア（10泊）
ルワンダ予備調査協力（増古）：ケニア⇔ルワンダ（30泊）　＊先に現地入りし準備を進める。
　　　　　　　　　　（小峯）：日本⇔ドバイ⇔ケニア⇔ルワンダ（20泊）　
ザンビア調査補助　（岡本）：日本⇔東南アジア⇔南アフリカ⇔ザンビア（10泊）
　　　　　　　　　　　　　　　　                                                                                        
【次年度（H22）以降】初年度の実績を踏まえ、各年度の力点については次の通りとする。

· 平成22年度：2)「現地調査に基づく事例の分析」のため、両事例ともに本調査を遂行する。モザンビークについては調査を終える。暫定的な調査結果を取りまとめ、最終年度に備える。
· 平成23年度：2)のルワンダ本調査を終了し、4)「対話に基づく提言」に専念する。モザンビーク、ルワンダでワークショップを開催する他、国内外の関係者と意見交換をする。研究発表会を主宰（於：東京）し、研究成果を世に問う他、提言を社会に還元する。
＜調査対象国・経由地＞

H22年度
年度
モザンビーク・ルワンダ調査（舩田）
日本→ドバイ→ケニア→モザンビーク北部（25泊）（小林と調査）→ケニア→ルワンダ（15泊）（小峯と調査）
モザンビーク調査協力（小林）
日本⇔東南アジア⇔南アフリカ⇔モザンビーク北部（10泊）
ルワンダ調査協力（小峯）
日本⇔ドバイ⇔ケニア⇔ルワンダ（25泊）
H23年度
ルワンダ調査/モザンビーク・ルワンダWorkshop（舩田）
日本→東南アジア→南アフリカ→モザンビーク（5泊：ワークショップ準備）→ケニア→ルワンダ（調査：20泊/ワークショップ：5泊）→ケニア→モザンビーク（ワークショップ：5泊）　→南ア→東南アジア→日本
ルワンダ調査・Workshop協力（小峯）
日本⇔ドバイ⇔ケニア⇔ルワンダ（25泊）
モザンビークWorkshop協力（小林）

日本⇔東南アジア⇔南アフリカ⇔モザンビーク首都・北部（7泊）
国外関係機関訪問（舩田）

日本→NY米国(6泊)→Washington DC(4泊)→London英国（6泊）→日本

【研究体制】本研究は、次の若手研究者・現地機関・国内外関係機関の協力を活用し遂行される。
ルワンダについては、この分野で活躍する若手研究者であり、ルワンダ虐殺直後に設立され、14年にも及ぶ草の根での活動実績を有するARC（NPO法人アフリカ平和再建委員会)の事務局長（小峯茂嗣氏＊東京外国語大学大学院地域文化研究科平和構築・紛争予防講座研究員）並びに研究員（増古剛久氏＊一橋大学大学院法学研究科博士後期課程/ ナイロビ大学政治・公共行政学部準研究員）の協力を確保した。また、虐殺前から現在まで地域開発に取り組んできた現地機関（ARTCF：Association Rwandaise des Travailleurs Chretiens section Feminine）に、調査・ワークショップ開催の協力を依頼し、当事者的視角からの助言を提供してもらう。モザンビークについては、この地域の主幹産業となっている農林開発に通じ、現地訪問済みの愛媛大学小林修氏（農学部専任講師）、現地機関として、4度の共同調査の実績を有する社会文化研究所(ARPAC＊在北部)と市民組織連合G-20（在首都）の協力を確保した。ザンビアについては、同国の主幹産業となる農牧業の専門家・岡本敏樹氏（緑のサヘル代表）に開発政策部分についての調査補助を依頼し、現地機関については経済社会研究所の協力を要請した。提言と対話については、次の専門家の協力を確保し、今後次の国内外の関係機関に協力を依頼する。



